
会社法第801条第 3項に定める株式交換に係る事後備置書類

東京都渋谷区代々本二丁目2番 2号

東日本旅客鉄道株式会社

代表取締役社長  喜勢



2025年 3月 19日

東京都渋谷区代々木二丁目2番 2号

東日本旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 喜勢 陽一

東京都渋谷区代々木二丁目2番 2号

株式会社ルミネ

代表取締役社長 表 輝幸

株式交換に係 る事後開示書面

(会社法第791条第 1項第2号、第801条第3項第3号及び会社法施行規則第 190条に定める書

面 )

東日本旅客鉄道株式会社 (以下、町R束日本」という。)及び株式会社ルミネ (以下、「ルミネ」と

いう。)は、2025年 2月 19日 付で両社の間で締結した株式交換契約 (以下、「本株式交換契約」とい

う。)に基づき、2025年 3月 19日 を効力発生日として、」R東 日本を株式交換完全親会社、ルミネを

株式交換完全子会社とする株式交換 (以下 「本株式交換」という。)を行いました。

本株式交換に関する会社法第 791条第 1項第 2号、第 801条第 3項第 3号及び会社法施行規則第

190条に定める事後開示事項は下記のとおりです。

記

1.株式交換が効力を生じた日 (会社法施行規則第 190条第 1項 )
2025年 3月 19日

2.株式交換完全子会社における会社法第 784条の 2、 第 785条、第 787条及び第 789条の規定に

よる手続の経過 (会社法施行規則第 190条第 2号 )

(1)会社法第 784条の 2の規定による手続の経過

会社法第 784条の 2の規定による請求を行ったルミネの株主はおりませんでした。

(2)会社法第 785条の規定による手続の経過

ルミネは、会社法第 785条第 3項の規定に基づき、2025年 2月 19日 付で、本株式交換をする

旨並びに株式交換完全親会社である」R東 日本の商号及び住所を株主に通知しましたが、会社法

第 785条第 1項に基づく買取請求を行つたルミネの株主はおりませんでした。

(3)会社法第 787条の規定による手続の経過

該当事項はありません。

(4)会社法第 789条の規定による手続の経過



該当事項はありません。

3.株式交換完全親会社における会社法第 796条の 2、 第 797条及び第 799条の規定による手続の

経過 (会社法施行規則第 190条第 3号)

(1)会社法第 796条の 2の規定による手続の経過

」R東 日本は、会社法第 796条第 2項本文の規定により、本株式交換契約について会社法第 795

条第 1項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いましたので、会社法第 796条の 2

の規定による請求の手続について、該当事項はありません。

(2)会社法第 797条の規定による手続の経過

」R東 日本は、会社法第 797条第 3項及び社債、株式等の振替に関する法律第 161条第 2項の

規定により、2025年 2月 26日 付で、」R東 日本の株主に対し、本株式交換をする旨並びに株式

交換完全子会社であるルミネの商号及び住所を電子公告にて公告しました。なお、」R東日本は、

会社法第 796条第 2項本文の規定により、本株式交換契約について会社法第 795条第 1項に定

める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いましたので、会社法第 797条の規定による請求
ヽ    中

の手続について、該当事項はありません。

(3)会社法第 799条の規定による経過

該当事項はありません。

4.株式交換により株式交換完全親会社に移転した株式交換完全子会社の株式の数 (会社法施行規
則第 190条第 4号 )

本株式交換により」R東 日本に移転したルミネの株式の数は、本株式交換によりJR束 日本がル

ミネの発行済株式の全部 (ただし、」R東日本が所有するルミネ株式は除きます。)を取得する時′点

の直前時のルミネの発行済株式総数から 」R東 日本が所有するルミネ株式の数を除外 した、
2,759,800株 です。

5,その他株式交換に関する重要な事項 (会社法施行規則第 190条第 5項 )

(1)」R東 日本は、会社法第 796条第 2項本文の規定により、本株式交換契約について会社法第

795条第 1項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いました。なお、会社法第

796条第 3項に規定に基づき、本株式交換に反対する旨を」R東 日本に通知した JR東 日本

の株主は 1名であり、その有する株式の数は合計 25,000株でした。当該株式数は会社法施

行規貝J第 197条に規定する数を下回つております。

(2)ル ミネは、会社法第 784条第 1項の規定により、本株式交換契約について会社法第 783条

第 1項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いました。

(3)」R東日本は、本株式交換に際して、効力発生日の前日の最終のルミネの株主名簿に記載又

は記録された株主 (ただし、」R東 日本を除きます。)に対して、その保有するルミネの普通

株式 1株につき」R東 日本の普通株式 0,90株の割合をもつて、JR東 日本の普通株式を割当

交付いたしました。なお、」R東 日本が割当交付した JR東 日本の普通株式の合計は2,483,820

株であり、そのすべてを」R東日本が保有する自己株式により充当したため、新たな株式の

発行は行つておりません。



(.4)本株式交換に伴い増加した」R東日本の資本金及び準備金は、以下のとおりです。

① 資本金  :0円
② 資本準備金 :会社計算規則第39条に従い」R東日本が別途定める額

③ 不可益準備金 :o円

以上



2025年 3月 19日

東京都渋谷区代々木二丁目2番 2号

東日本旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 喜■勢 陽一

東京都立川市柴崎町三丁目2番 1号

ジェイアール東日本商業開発株式会社

代表取締役社長 石黒 陽一

株式交換に係る事後開示書面

(会社法第791条第 1項第 2号、第801条第 3項第 3号及び会社法施行規則第 190条に定める書

面 )

束日本旅客鉄道株式会社 (以下、「JR東 日本」という。)及びジェイアール束日本商業開発株式会

社 (以下、「ジェイアール東日本商業開発」という。)は、2025年 2月 19日付で両社の間で締結した

株式交換契約 (以下、「本株式交換契約」という。)イこ基づき、2025年 3月 19日 を効力発生日として、

」R東 日本を株式交換完全親会社、ジェイアール東日本商業開発を株式交換完全子会社とする株式交

換 (以下「本株式交換」という。).を行いました。

本株式交換に関する会社法第 791条第 1項第 2号、第 801条第 3項第 3号及び会社法施行規則第

190条に定める事後開示事項は下記の通りです。

記

1.株式交換が効力を生じた日 (会社法施行規則第 190条第 1頂 )
2025年 3月 19日

2.株式交換完全子会社における会社法第 784条の 2、 第 785条、第 787条及び第 789条の規定に

よる手続の経過 (会社法施行規貝J第 190条第 2号)

(1)会社法第 784条の 2の規定による手続の経過

会社法第 784条の 2の規定による請求を行つたジェイアール東日本商業開発の株主はおりま

せんでした。

(2)会社法第 785条の規定による手続の経過

ジェイアール東日本商業開発は、会社法第 785条第 3項の規定に基づき、2025年 2月 19日

付で、本株式交換をする旨並びに株式交換完全親会社である 」R東 日本の商号及び住所を株主



に通知しましたが、会社法第 785条第 1項に基づく買取請求を行つたジェイアール東日本商業

開発の株主はおりませんでした。

(3)会社法第 787条の規定による手続の経過

該当事項はありません。

(4)会社法第 789条の規定による手続の経過

該当事項はありません。

3.株式交換完全親会社における会社法第 796条の 2、 第 797条及び第 799条の規定による手続の

経過 (会社法施行規則第 190条第 3号 )

(1)会社法第 796条の 2の規定による手続の経過

JR東日本は、会社法第 796条第 2項本文の規定により、本株式交換契約について会社法第

795条第 1項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いましたので、会社法第 796条

の 2の規定による請求の手続について、該当事項はありません。

(2)会社法第 797条の規定による手続の経過

」R東 日本は、会社法第 797条第 3頂及び社債、株式等の振替に関する法律第 161条第 2項

の規定により、2025年 2月 26日 付で、JR東 日本の株主に対し、本株式交換をする旨並びに株

式交換完全子会社であるジェイアール東日本商業開発の商号及び住所を電子公告にて公告しま

した。なお、JR東 日本は、会社法第 796条第 2項本文の規定により、本株式交換契約について

会社法第 795条第 1項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いましたので、会社法

第 797条の規定による請求の手続について、該当事項はありません。

(3)会社法第 799条の規定による経過

該当事項はありません。

4.株式交換により株式交換完全親会社に移転した株式交換完全子会社の株式の数 (会社法施行規

則第 190条第 4号 )

本株式交換により JR東 日本に移転したジェイアール東日本商業開発の株式の数は、本株式

交換によりJR東 日本がジェイアール東日本商業開発の発行済株式の全部 (ただし、JR東 日本

が所有するジェイアール東日本商業開発株式は除きます。)を取得する時点の直前時のジェイア

ール東日本商業開発の発行済株式総数から JR束 日本が所有するジェイアール東日本商業開発

株式の数を除外した、2,084株です。

5.その他株式交換に関する重要な事項 (会社法施行規則第 190条第 5項 )

(1)'」R東 日本は、会社法第 796条第 2項本文の規定により、本株式交換契約について会社法第

795条第 1項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いました。なお、会社法第



796条第 3項に規定に基づき、本株式交換に反対する旨をJR東 日本に通知した JR東 日本

の株主は 1名 であり、その有する株式の数は合計 25,000株でした。当該株式数は会社法施

行規則第 197条に規定する数を下回つております。

(2)ジェイアール東日本商業開発は、会社法第 784条第 1項の規定により、本株式交換契約に

ついて会社法第 788条第 1項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いました。

(3)JR東 日本は、本株式交換に際して、効力発生日の前日の最終のジェイアール束日本商業開

発の株主名簿に記載又は記録された株主 (ただし、JR東 日本を除きます。)に対して、そ
の保有するジェイアール東日本商業開発の普通株式 1株につき JR東 日本の普通株式 37.0

株の割合をもつてヽ」R束 日本の普通株式を割当交付いたしました。なお、JR東 日本が割

当交付した」R東 日本の普通株式の合計は 77,108株であり、そのすべてを JR東 日本が保

有する自己株式により充当したため、新たな株式の発行は行っておりません。

(4)本株式交換に伴い増加した JR東 日本の資本金及び準備金は、以下のとおりです。

① 資本金  :0円
② 資本準備金 :会社計算規則第39条に従いJR東日本が別途定める額

③ 禾U益準備金 :0円

以 上



本書は原本であります。

2025年 3月 19日

東京都渋谷区代々木二丁目2番 2号

東日本旅客鉄道株式会社

代表取締役社長  喜勢


